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子どもたちの学力を向上させていくためには，教職員が目標を共有するとともに PDCAサイ 

クルを確立して組織的な取組を推進することが重要である。また，学力向上を目指す確かな取 

組を行うためには，学校経営に参画する人材を育成することも必要であると考える。 

本稿では，学力向上を目指す取組を推進する上での指針とした「北九州市スクールプラン」 

を具現化する PDCAサイクルの確立を図るとともに，その過程において優れた力量をもつ経験 

豊富な教員から若年層教職員への指導技術の伝承を通して，人材育成を行った北九州市立Ａ小 

学校における実践事例を報告する。 

 
 

1. はじめに 

子どもたちの学力を向上させる取組に関して，

佐古・山沖(2009)は，学力向上やそれを視野に入

れた授業改善への取組は，学習指導論の観点から

アプローチされるだけでなく，学校（組織/経営）
論からのアプローチ，つまり，学校の組織文化，

組織の過程，組織の体制をいかに構築すべきかの

観点から，検討すべき問題であると述べ，教職員

が目標を共有し，協働して取組を推進する学校組

織マネジメントの確立を図ることの重要性を指摘

している。また，学校の組織全体としての共通の

目的を達成することに関して，浜田（2009）は，

学校という組織の場合，具体レベルでの共通の目

的とそれを実現するための実践的な手立ては，も

ともと存在するものというよりも，今いる当事者

間の間で絶えず創造し，確かめ続けるべきもので

ある。なお，教員を学校組織において「最前線の

意思決定者」であるとした上で，一人一人の教職

員が様々なかたちで学校経営に参画する方途を開

くことが，学校の組織力を支えると論じている。 

 

中央教育審議会(2016)は，「初等中等教育におけ

る教育課程は，学校教育を通じて育ってほしい姿

に照らしながら，必要となる資質・能力を，一人

一人の子供において，いわば全人的に育んでいく

ための枠組みであり，特定の教科等や課題のみに

焦点化した学習プログラムではない。」と指摘して

いる。また，「資質・能力の在り方については，特

定の考え方に基づいて議論するのではなく，すべ

てを視野に入れて必要な資質・能力が確実に育ま

れるように議論し，それを教育課程の枠組みの中

で実現できるようにしていくことが必要となる。」

と論じ，次期学習指導要領の改訂における教育課

程の改善の方向性と併せて組織的な協働体制を構

築することの必要性についても強調している。 

 以上のことから，子どもたちの学力向上を図る

ためには，学習指導論の観点からのアプローチと

併せて組織マネジメントの観点からのアプローチ

を行って，組織的な協働体制を構築することが必

要である。また，教職員の間で学力の向上に向け

た目標を共有し，その実践的な手立てを PDCA サ

イクルの確立を通して，創造し確認するシステム
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構築を図ることが重要な課題であると考える。 

ところで，学校における人材育成に関して，近

年の教職員の年齢構成上の課題を踏まえて中央教

育審議会(2015)は，「これからの学校教育を担う

教員の資質能力の向上について ～学び合い，高め

合う教員育成コミュニティの構築に向けて～ （答

申）」を取りまとめた。その中で，検討の背景と

して学校を取り巻く環境変化について，「かつて

は，教員に採用された後，学校現場における実践

の中で，経験豊富な先輩教員から経験の少ない若

年層教職員へと知識・技能が伝承されることで資

質能力の向上が図られてきたという側面が強かっ

た。しかしながら，近年の教員の大量退職，大量

採用の影響により，必ずしもかつてのような先輩

教員から若年層教職員への知識・技能の伝承がう

まく図られていない状況があるといった指摘も強

い。（中略）教えを請うべき経験の浅い教員より

も，それらの教員を指導し得るミドルリーダーと

しての経験を有する教員の方が少ないという，少

なくとも直近の 30 年間には経験したことのない

状況である。」と指摘している。このことを踏ま

えて，「このような状況に対策を打たなければ，

先輩教員から若年層教職員への知識・技能の伝達

が途切れてしまう恐れもあり，若年層教職員が持

つ知識・技能をどのように生かしていくかという

ことも含め，継続的な研修の充実のための環境整

備を図るなど，早急な対策が必要である。」と述

べ，学び合い，高め合う教員育成コミュニティの

構築の重要性を強調している。 

なお，北九州市においても経験豊富な教員の大

量退職に伴い，平成 31 年度以降 300 名程度の教

員が新規採用されることが予想される。そのため，

優れた力量をもつ経験豊富な教員による若年層教

職員への指導技術の伝承を促す環境整備を行って，

人材育成を図ることは喫緊の課題であると考える。 

 

2. 研究の目的 

 

本研究は，学力向上を目指した取組を教職員が

協働的に行うことのできる学校を実現する学校経

営を展開し，その事例報告を行うものである。な

お，本研究で報告する実践は二つの視点をもって

いる。一つ目は，教職員集団が学力向上への目標

として「北九州市スクールプラン」を共有し，そ

の実践的な手立てを PDCA サイクルの確立を通し

て，協働的にその解決に取り組むことのできる学

校づくりについて，二つ目は，優れた力量をもつ

経験豊富な教員から若年層教員への指導技術の伝

承を促す人材育成の視点である。  

つまり，本研究は，①学力向上を目指した全校

体制での PDCA サイクルの確立を「北九州市スク

ールプラン」の具現化を通して実践することの有

効性を検証すること，②その過程において人材育

成を図る小学校の学校経営の実践指針を提案する

ことを目的とする。 

 

３．実践の内容 

 

(1)  実践校の概要 

本実践校は，筆者が平成 28・29年度に校長とし

て在籍した北九州市の中央部に位置する北九州市

立 A小学校である。本校区は八幡製鉄所の創業と

共に発展してきたが，製鉄所の規模縮小に伴う人

口流出のため，ピーク時の昭和 18 年には児童数

2,853名，学級数 46を数えたが，平成 29年度に

は児童数 214名，学級数 10（通常学級９学級，特

別支援学級１学級），教職員数 20名の小規模校と

なっている。 

(2)  スクールプランの提案 

北九州市教育委員会(2016)は，北九州市学力・

体力向上アクションプランを策定し，「北九州市子

どもの未来をひらく教育プラン」の実現に向けて，

特に「確かな学力」と「健やかな体」の育成につ

いて，平成 28 年度から３年間で重点的に推進す

る具体的な取組の概要を示した。その中で，学力

向上について，【柱１】全校体制での PDCAサイク

ルの確立，【柱２】指導力向上のための日々の継続

的な取組，【柱３】学力定着に向けた協働的な取組

を提示した。体力向上については，【柱１】全校体

制での PDCAサイクルの確立，【柱２】学校での授

業の充実と運動習慣の確立，【柱３】生活習慣・運

動習慣の確立に向けた恊動的な取組を推進するこ

との重要性が指摘されている。 

そこで，教職員が目標を共有するとともに PDCA

サイクルを確立して組織的な取組を推進する指標

となる北九州市スクールプランを，本校の子ども

たちの学習実態や北九州市学力・体力向上アクシ

ョンプランの取組の柱，そして，平成 28年度にお

ける全国学力・学習状況調査等の結果を分析して

提案（表１）した。このスクールプランは，「学力

向上」，「体力向上」，「心の育ち」，「学校組織と研

修」に関する項目について，それぞれの達成目標

（本年度のゴール）とゴールに向けた重点的取組

を年度当初に設定し，各学期末に，取組状況と成

果及び課題と改善点を教職員が共有するとともに

組織的な取組を促すことを意図したものである。 
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(3)  スクールプランの学力向上に関する取組 

ここでは，スクールプランに示す【授業改善】

と【補充学習】に関する事例を報告する。 

(3)-１ 学力向上を図る授業改善 

先ず，子どもたちの学習実態や平成 29 年度の

授業改善における重点課題を学期末に実施してい

る教育活動に関する教職員自己評価及び前年度の

全国学力・学習状況調査における児童質問紙の回

答結果から検討することにした。その結果，「授業

の中で振り返りの時間を十分にとることができて

いない。」と数多くの教職員が指摘していることや

全国学力・学習状況調査における児童質問紙の「授

業の最後に学習内容を振り返る活動をよく行って

いたと思いますか。」という設問に対して，児童か

ら 71.4%の肯定的な回答が得られていたが，他の

授業に関する設問項目の肯定的回答率と比較して

ポイントが低かったので，「授業の振り返り」を重

点課題として，スクールプランに位置付けること

にした。このことにつ 

 

にした。このことについては，北九州市が平成 28 

年度から推進している授業力向上ステップアップ

事業と校内研修とを連動させながら実践に取り組

んだ。 

① 学力向上推進教員との連携 

北九州市教育委員会が平成 28 年度から推進し

ている授業力向上ステップアップ事業では，対象

校に対して，高い授業実践力を有している学力向

上推進教員が拠点校方式で配置されている。この

学力推進教員は，毎週１回対象校を訪問して，個々

の教員の授業力向上や児童生徒の学力向上に資す

る取組を行っている。 

 そこで，この学力向上教員と本校のスクールプ

ランの内容を年度当初に共有し，特に学力向上を

図る授業改善の重点課題を，「授業の最後に学習内

容を振り返る活動」とすることを確認して，取組

を推進することにした。 
 表２は，学力向上推進教員が授業参観後に教職

 

表１ 平成 29年度 北九州市立 A小学校スクールプラン（部分） 
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員に対して放課後に行った事後研修会の際に配布

した資料である。この資料には，北九州市教育委

員会が示した「わかる授業」づくりの５つのポイ

ントや単元のポイント・ねらい，授業者の板書画 
像，学習の流れ等が明記されている。本資料をも

とに，学力向上推進教員が本年度の授業改善の重

点課題である振り返りに関する要点（表２右下〇

囲み部分）と授業の内容とを照らし合わせながら

教職員に対する個別指導や職員研修を行った。 
 このことを通して，学力向上を図る改善ポイン

トを授業者や研修参加者に具体的な事例をもとに

確認させるとともに，高い力量をもつ学力向上推

進教員の指導技術の伝承を促した。 
 
  

 

 ② 経験豊富な教員によるモデル授業 

北九州市教育委員会は，学校における学力・体

力向上を目指す学校の取組を支えるため，幹部職

員と指導主事が学校訪問を行っている。その際の

授業公開を伴う職員研修を，先輩教員から若年層

教職員への知識・技能の伝承を図る好機と捉え，

優れた力量をもつ経験豊富な教員に授業公開を依

頼することにした。当該教員は，「北九州市優れた

教育活動等を実践している教職員表彰」を受けて

おり，授業及び学級経営において高い指導力を有

するだけでなく，若年層教員から中堅教員に至る

まで，教職員からの人望が極めて厚い。また，学

校経営への参画意識も高く同僚性の構築に関して

も力量を発揮するなど，教職員のモデルとなる教

員である。本教員に授業公開の依頼を行った当初

は，授業公開をすることを躊躇していた。そこで，

数日間にわたって，北九州市においては優れた力

量をもつ経験豊富な教員が大量に退職する時期を

迎えており，その指導技術を若年層教員に伝承す

ることが喫緊の課題であることや当該教員の優れ

た授業実践を若年層教員に参観させ，教員として

目指すモデルとしての具体像をもたせたいという

意図を繰り返し伝えた結果，最終的には快諾し授

業公開に積極的な姿勢で取り組んでくれた。 
優れた力量をもつ教員による本授業公開では，

表３の矢印部分に示すように，スクールプランの

授業改善にかかる達成目標である「授業の振り返

り」を重視した授業づくりに向けた本時の手立て

を明記した指導案に基づくモデル授業の後，職員

研修会を行った。 
 
 

表２ 事後研修会の資料 

 

表３ モデル授業の指導略案（部分） 
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本授業では，小学校２年生に対して５校時に実

施した算数科の授業であったにもかかわらず，一

人一人の児童が集中力を欠かさず意欲的に授業に

取り組んでいた。この全教職員対象のモデル授業

の参観後に，若年層教職員から「授業の中で一人

も子どもを取りこぼさないという意気込みを実感

した。」，「授業の山場や振り返りなどのメリハリの

ある授業であった。」，「学力の向上を目指す授業づ

くりや目指す学級像を具体的にイメージすること

ができた。」等の感想が聞かれたことから，本取組

は授業づくりや学級経営における指導技術の伝承

を促す上でも有効な事例であったといえよう。 
③ 授業改善に関する自己評価週間の設定 

 平成 29年９月 11～15日の５日間，放課後に 10

分間程度の研修時間を設定して，授業改善に関す

る視点を示した授業改善シートによる教職員自己

評価週間を設定した。ここでは，１日の授業を振

り返って代表的な授業を１つ取り上げ，①「学習

規律」を定着させることができた，②「めあて」

を提示し，それに向けた授業展開を行うことがで

きた，③「板書」は構造的でわかりやすかった，

④「発問」は意図が明確で，考えを引き出したり

思考を深めたりするなどの工夫ができた，⑤「話

し合う活動」など，児童同士が考えを引き出した

り思考を深めたりできた，⑥自分の考えを「書く

活動」を位置づけることができた，⑦「めあて」

に対応した「まとめ」になっていた，⑧授業の「振

り返り」の時間を確保していた，⑨児童は教師の

説明や友達の発言をよく聞いている，⑩机間指導

で躓きやよい考えを発見することができた，とい

う 10 項目にわたる改善視点について教職員自身

に４段階評価を行わせて，授業実践上の課題を確

認させた。なお，この授業改善シートの学習指導 

 

 

に関する成果と反省点についての自由記述例を

表４に示す。この記述例から，自己評価週間の取

組を通して，「振り返り」を初め授業改善のポイン

トを意識して授業に取り組むようになったことや

授業改善に向けた自覚や授業改善へのモチベーシ

ョンの高まりについても読み取ることができた。 

(3)-２ 学力補充学習の推進 

学力向上の取組に際しては，全国学力・学習状

況調査が実施される６年生の近接学年に取組が限

定されることとならないように全教職員が全児童

に対して学力補充学習を推進することを通して，

スクールプランに基づく学力向上策の協働実践を

行うことを意図した。ここでは，本校児童の学力

調査の結果から指摘された算数 Aの特に数量関係

の問題の正答率が低いという課題を克服するため，

校時表を修正して，数量関係に関する基礎的な問

題練習と解説を行う学力補充の時間を 15 分間確

保することにした。この取組については，平成 29

年度から推進するために，平成 28年 12月に実施

した職員研修会で全国学力・学習状況調査等の結

果分析に基づく課題の確認と学力補充に関する時

程変更に関する提案を行った。特に時程変更につ

いては，平成 29年３月６日から３月 10日まで試

行実施を行い，その結果を検討しながら平成 29年

度からの本格実施を行うことを予告した。ここで

は，給食時間や下校時刻を変更しないことを前提

にして，時程の変更を行った。そして，平成 29年

１月に実施した職員研修会において，校長から学

力補充の時間確保についての趣旨説明を行った後，

教務主任から具体的な取組手順（表５）について

説明を行った。 

 

 

・発問をじっくり吟味していない授業をしているこ

とが多く、反省点としてあげられる。「振り返る」活

動は以前よりも意識するようになり、子供にも浸透

しつつあるがやはり時間が無くなることがあった。 
・振り返りの時間の確保がやはり課題と感じました。

児童の言葉から「めあて」を立てること、本時の学

習内容のキーワードから「まとめ」へとつなげる活

動へと工夫していきたいです。 
・今回のように、教師が意識することで、「めあて」

「まとめ」「振り返り」を１時間の中で行うことが

できた。毎回、意識しておかなければならないこと

が分かった。教師が意識化することで、子どもの中

にも「めあて」「まとめ」「振り返り」が定着してく

るので、より確実にしていかなければならない。 

表４ 授業改善シートの自由記述例（抜粋） 

 

表５ 時程変更に関する取組手順 
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なお，時程の変更については，できるだけ全教

職員で目標を共有し，実践の協働化を図るため，

試行段階の課題の対応策を平成 29 年度からの本

格実施に際して反映させることにした。また，例

年毎学期末に行われている教育活動の自己評価に

関する職員研修においても学力補充学習に関する

意見聴取を行って，見直しを図りながら実践する

ことを確認した。ここでは，校長からの一方的な

トップダウンによる取組ではなく，教職員のボト

ムアップを生かした実践となるように，つまり，

校長からの指示により無理強いされる取組から子

供のために教職員がモチベーションを上げて取り

組めるように配慮した。今回の試行実施後の職員

研修会では，実施方法・内容や時程等について教

職員から 22項目の意見が上がった。ここでは，実

施方法・内容については肯定的な意見が述べられ

ていたが，時程に関しては，「10 分間の清掃時間

の後，すぐに５校時が始まるのは低学年には厳し

い。」，「昼休み修了と同時に掃除が始まるため，清

掃区域への移動と準備ができない。」，「掃除 10分

→５校時 45 分→補充学習 15 分の 70 分間子ども

を拘束するのは，トイレの我慢を含め集中力がも

たない。」等の指摘があった。そこで，学年主任会

において，時程に関する改善案を検討した。その

結果，昼休みを 15分間短縮し，清掃後と補充学習

の前に５分間の休み時間を確保して，表６に示す

時程で平成 29 年度から学力補充学習に毎日取り

組むことを確認した。なお，教職員の休憩時間に

ついては，昼休みと放課後の勤務時間内に分割取

得することについて合意の上で取り組んだ。 

 

表７は，平成 29年７，12，３月に行った教育活

動の教員自己評価における自由記述欄の学力補充

学習に関する内容を抜粋したものである。 
実践初期である７月の記述内容では，実施手順

に関する改善要望，子どもや教職員の時程変更等

に対する抵抗感について指摘されていた。このこ

とを受けて，実施手順に関しては，課題プリント

を配布する棚の整備を行ったり，学年や学級の実

態に応じて取組課題を柔軟に変更したりできるよ

うにした。また，２学期からは平成 29年度の学力

実態調査から，算数 Aの特に数量関係の問題の正

答率が低いという課題がより一層明確になったの

で，教職員からの提案を受けて，算数科の基礎的

な内容の取組を徹底させ，基礎的な学力の底上げ

と学習内容のより一層の定着を図ることにした。 

 

 

表６ 学力補充学習を位置付けた校時表 

 

表７ 教員自己評価の自由記述例（抜粋） 

 
【平成 29年７月】 
・補充学習では，毎日下に来ることや答えの準備等が

上手く回せていません。何か対策があるとありがた

いです。 
・補充学習は，プリントもよいが，その日学習した所

の練習問題などを解くのもよいと感じた。休み時間

が少なく，常にバタバタしていたので，早く教師も

子どもも慣れたい。 
・補充学習について，プリントの作成をさせていただ

きましたが，授業の進み具合や先生方の意見を聞き

ながら，夏休み中に作成し，２学期からの準備がで

きると良いと思いました。 
・補充学習が始まってから，休み時間が短くなり，子

供達が外にあまり遊びに行かなくなってしまった

と思います。また，学習の積み残しがある子は，今

まで，中休みや昼休みに，残りをしていたのですが，

その時間もなくなり，かえって放課後に長い時間，

居残りをさせないといけなくなってしまいます。 
・補充学習では，やり方が定着してくると，子ども達

もスムーズに取り組むことができるようになった。 
【平成 29年 12月】  
・補充学習の時間は、個別指導等ができるので助かっ

ている。ただし、内容や実施方法（引き出しの使い

方等）についての検討が必要である。 
・子どもたちに補充学習の意識が定着してきている。 
・補充学習は、同じものを３回やることでできる子は

より速く、できない子は正解できる問題が増え、よ

かったと思う。 
【平成 30年３月】  
・補充学習、学校行事、校内環境作りにいつも７年生

にお世話になっています。ありがとうございます。 
・補充学習の時間が確保できるのはありがたいし、だ

いぶん慣れてきたけれど、やっぱり昼休みが短いの

はきついです。 
・７年生の先生がいつも手助けして下さるのが大変あ

りがたいです。いつもありがとうございます。 
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平成 30年 12月の教員自己評価の自由記述欄に

は，学力補充学習の取組が定着したためか，時程

に関する否定的な指摘事項がほとんど無くなった。

なお，補充学習の取組は，各学級の担任への過重

負担とならないよう，担任外の教職員や事務職員

を含め全職員体制で臨んだので，特に平成 30 年

３月の教員自己評価の自由記述欄に担任外の教職

員への感謝の気持ちが記述されたり，日常的に感

謝の言葉が交わされたりするなど，職員室内の教

職員の一体感がより強く感じられるようになった。 
 

４．研究の成果 

 

(1)  学力向上を目指した PDCAサイクルの確立  

本実践によって，教職員が協働的に学力向上に

向けた授業改善に努めるとともに，子どもたちの

主体的な学習意識の向上が認められるようになっ

た。表８は，平成 29年４月に実施された６年生対

象の全国学力・学習状況調査及び平成 30 年１月

に小学４・５年生対象に実施された北九州市学力・

学習状況調査の児童質問紙について，「当てはまる」

「どちらかと言えば当てはまる」と肯定的に回答

した結果を抜粋提示したものである。特に本年度

の学力向上を図る授業改善の重点課題とした「3.

授業の最後に学習内容を振り返る活動をよく行っ

ていたと思いますか。」という設問に対する回答率 

 

が，４月当初の６年生の回答率と比較して，１月

に調査した４・５年生ともに 10ポイント以上伸 

びていた。また，年度当初から校時表を見直して

学力補充学習を設定した取組に関連する設問とな

る「1.先生は，授業やテストで間違えたところや，

理解していないところについて，分かるまで教え

てくれますか。」という設問の回答率については，

４月当初の６年生の回答率と比較して，１月に調

査した４・５年生ともに約 30 ポイント以上も伸

びていた。さらに，授業改善に関して，「2.授業の

中で目標（めあて・ねらい）が示されていたと思

いますか。」，「4.授業では，学級の友達との間で話

し合う活動をよく行っていたと思いますか。」の設

問に対しては，１月に調査した４・５年生ともに

約 97％以上の子どもたちが肯定的に回答してい

た。なお，「5.学校の授業などで，自分の考えを他

の人に説明したり，文書に書いたりすることは難

しいと思いますか。」という設問については，４月

当初の６年生の回答率と比較して，１月に調査し

た４・５年生ともに 20ポイント以上も低下した。   

ところで，平成 30 年４月に６年生を対象に実

施された全国学力・学習状況調査の教科に関する

結果を見ると，昨年度は国語 A・B 及び算数 A・B

の正答率が全国・全市平均に及ばなかったが，平

成 31 年４月に実施された結果が理科を含めてす

べての教科で全国・全市平均正答率を上回った。 

 
表８ 児童質問紙の肯定的回答率（抜粋） 
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特に，平成 29年度の重点取組として指摘してい 

た算数科の数量関係の正答率は，A 問題で全国・

全市平均を上回るとともに，B 問題に関しては全

国・全市平均を大きく上回る結果が得られた。 

これらのことは，学力向上を目指した全校体制

での PDCA サイクルの確立を「北九州市スクール

プラン」の具現化を通して実践することの有効性

を示唆するものと考える。 

(2)  人材育成を図る学校経営の指針 

 ここ数年継続している教職員の大量採用に伴い，

教職員の年齢構成の若年化や講師経験の無い新卒

者の採用割合が年々高くなる傾向にある。また，

多様化する教育課題等の対応により，昭和後期か

ら平成初期頃までに見られていた職員室内での経

験豊富な教員から若年層教職員への日常的な指導

技術の伝承場面を見ることが少なくなってきてい

る。さらに，経験豊富な教員から指導技術を学ぶ

環境や条件を整えることの必要性が指摘できる若

年層教職員の現状を踏まえて，本実践に取り組ん

だ。そこで，スクールプランに基づく手立てにつ

いては，教員自己評価の面談の際に聴取した内容

や教職員研修の際に進捗状況の改善点を低・中・

高学年の職員集団ごとに協議した事項を迅速に取

組に反映させた。特に，学力補充学習の取組につ

いては，試行実践を行いながら若年層を初めすべ

ての教職員と丁寧に実践上の課題克服に向けて協

議しながら推進した。このように，教職員の意見

やアイデアをスクールプランの取組に反映させる

ことによって，学力向上を目指す取組を教職員の

自らの課題として捉え，子どものために学校経営

へ参画していこうとする言動が教員にとどまらず，

事務職員等にも認められた。ところで，若年層教

職員の人材育成に際しては，授業や学級づくりに

対する教員としての理想像を具体的にもたせるこ

とが重要である。そこで，優れた力量をもつ経験

豊富な教員によるモデル授業の提示や学力向上推

進教員による個別指導，職員研修会を通して，指

導技術の伝承を促す環境整備に努めた。その結果，

若年層教職員から，「モデル授業を参観して教員

としての到達目標を具体的にイメージできた。」，

「学力向上推進教員からの指導助言により，授業

実践上の課題が明確になった。」等の感想が得ら

れた。このことから，本実践に取り組むことによ

って，協働的に学力向上を目指した取組が推進さ

れるとともに優れた力量をもつ経験豊富な教員か

ら若年層教員への指導技術の伝承を促す人材育成

の指針についても提案できたものと考える。 

 

５．研究の課題 

 

本実践では，学力向上を目指す学校経営を学校

組織マネジメントの視点から推進した。今後は，

全教職員の協働によるカリキュラム・マネジメン

トに重点を置いて，学力向上を目指す学校経営を

推進していきたい。さらに，人材育成に際して，

若年層教員のスキルアップと併せて今後の学校経

営を担う中堅教員の組織マネジメントに関する力

量形成を図りながら，北九州市教育委員会人材育

成基本方針を具現化することが課題である。 
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